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ABSTRACT:  In this study, we investigated factors related to aggravation of the level of care for elderly individuals 
with behavioral and psychological symptoms of dementia (BPSD) requiring support, based on the A City’s 
certification of long-term care needs survey in 2014 and 2016. We investigated the survey contents related to 
mental and physical function, activities of daily living (ADLs), and instrumental activities of daily living (IADLs) 
using a multiple logistic regression model. As a result, "own medications," "daily decision-making," and "handling 
finances" were significantly related to aggravation of the levels of care; "walking" was significantly related to 
maintenance of and improvements in the levels of care. Our findings suggested that to prevent aggravation of the 
level of care for elderly individuals with BPSD requiring support, we should prevent degradation in their IADLs, 
and we must support their decision-making in daily living. It was also suggested that improving walking ability 
leads to maintenance of and improvements in the levels of care. 
Key words: BPSD, elderly requiring support, preventive care 

要旨：	 本研究の目的は，認知症の行動・心理症状（BPSD）を有する要支援者の要介護状態への移行予防についての
示唆を得ることである．A市の 2014年度と 2016年度の介護保険認定調査データより，心身機能や日常生活動作（ADL），
手段的日常生活動作（IADL）の観点から BPSD 関連項目に該当する要支援高齢者が要介護状態へ悪化する要因につい
てロジスティック回帰分析を用いて検討した．その結果，介護度の悪化には，「薬の内服」，「日常の意思決定」，「金銭の

管理」が，維持・改善には，「歩行」が有意に関連していた．つまり，BPSD関連項目に該当する要支援高齢者に対して
は，介護度の悪化を予防するために，早期より IADL の低下予防に介入し自立を支援することや日常生活場面での意思
決定を支援することが重要であり，また，歩行能力の向上を図ることは，介護度の維持・改善へつながることが示唆さ

れた． 

キーワード：BPSD，要支援高齢者，介護予防 

 

はじめに 

本邦の介護保険制度の目的は，自立支援を中心

としており，近年では介護予防に重点が置かれ，

要介護化の予防への取り組みが重要となってい

る．また，厚生労働省によると，2012 年におけ
る全国の 65 歳以上の高齢者のうち認知症高齢者
数は約 462万人，有病率は約 15％となっており，
2025年には約 700万人に上ると推計され，65歳
以上の高齢者の約 5 人に 1 人の計算となってい
る 1)．介護保険制度においては，高齢者人口の約

１割が，要介護認定を受けたもののうち認知症日

常生活自立度Ⅱ以上の認知症高齢者で，要介護認

定者の約 6割であり，今後も認知症高齢者は増加
が予測されている 2)．つまり，介護保険制度にお

いて，認知症に関わる状況を適切に評価し，必要

な支援につなげていくことは重要な課題である． 
	 認知症に関わる症状の１つに，認知症の行動・

心 理 症 状 （ behavioral and psychological 
symptoms of dementia：BPSD）があり，幻覚や
妄想，徘徊といった様々な症状が出現することが

知られている．BPSDは，患者の生活の質を低下
させるだけでなく，介護負担の増大 3)や認知機能

障害の進行 4)，医療や介護費用の増大 5)と関連す

るとされている．栗田らの総合病院型の旧老人性

認知症疾患センターの実態調査によると，自宅・

施設・一般病棟における BPSDの対応困難を理由
とする入院は，新規入院患者の 95％であったとさ
れる 6)．また，地域在住高齢者の BPSDの有症率
を調査した研究では，認知症でない高齢者におい

ても BPSD の症状がみられており，睡眠障害

（43.8％）や易刺激性（12.8％），アパシー（12.1％），
抑うつ（8.6％），被害念慮（8.1％）などの症状が
多く生じていた 7)． 
このように BPSDは，認知症者には高頻度でみ

られるが，認知症でない高齢者においてもみられ

ており，介護負担や認知機能障害の進行，医療・

介護費用の増大などと関連することから，BPSD
を有する高齢者は要介護リスクが高く，また，介

護度が悪化しやすいことが推察される．BPSDに
ついて，日常生活動作（activities of daily living：
ADL）自立度や要介護度との関連を調査した先行
研究 8~10)は幾つかある．井伊らは，BPSDと要介
護度や認知症高齢者の ADL 自立度の関係を調査
し，BPSDは要介護度と自立度のどちらも相関関
係はみられなかったが，BPSDの平均値が高い項
目が多かったのは，要支援 1，2 と要介護 5 であ
ったと報告している 9)．従って，BPSDは要支援
者においても多く認められていることから，要介

護状態へ移行する要因の１つとなっている可能
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性があり，要介護の発生を予防する観点から，要

支援者における BPSD と介護度の悪化との関連
を検討することは重要である．しかしながら，

BPSDに着目して要介護度の悪化につながる要因
などを検討した研究はみられない． 
そこで，本研究では，要支援者の要介護状態へ

の移行を予防するための介入への一助とするこ

とを目的として，BPSD関連項目に該当する要支
援者が要介護状態へ悪化する要因について検討

した． 
 

対象と方法 

1）対象 
	 A市の 2014年度と 2016年度の介護保険認定調
査データより，2014 年度の要介護（要支援）認
定者 24,535名のうち，2年後の経過を追うことが
できた 18,209 名を調査対象とした．対象者の属
性を Table 1に示す．認定調査票基本調査項目の
うち，「徘徊」，「外出すると戻れない」，「作話を

する」，「物を盗られたなどと被害的になる」，「泣

いたり，笑ったりして感情が不安定になる」，「昼

夜の逆転について」，「しつこく同じ話をする」，

「大声を出す」，「介護に抵抗する」，「家に帰る等

と言い落ち着きがない」，「１人で外に出たがり目

が離せない」，「いろいろなものを集めたり，無断

でもってくる」，「物を壊したり，衣類を破いたり

する」，「ひどい物忘れ」，「意味もなく独り言や独

り笑いをする」，「自分勝手に行動する」，「話がま

とまらず，会話にならない」，「集団への不適応」

の 18 項目の BPSD 関連項目 11)より，2014 年の
認定調査時点で，BPSD関連の症状があるものを
BPSD関連症状あり群（11,352名），BPSD関連
の症状がないものを BPSD 関連症状なし群

（6,857 名）とした．なお，それぞれの項目は，
「1.ない」，「2.ときどきある」，「3.ある」の 3 択
であり，BPSD関連の行動がある場合は，少なく
とも 1週間に 1回以上の頻度で現れる場合に「3.
ある」，少なくとも 1か月に 1回以上，1週間に 1
回未満の頻度で現れる場合に「2.ときどきある」
を選択し，一定期間（認定調査日より概ね 1か月）
の状況において，行動が発生していない場合は「1.
ない」を選択することとされている 11)．本研究で

は，各項目で 1 つでも「2.ときどきある」，「3.あ
る」と回答した者を，BPSD関連症状ありとした．
介護度別の BPSD 関連症状あり群と BPSD 関連
症状なし群の割合を Figure 1に，2016年度の認
定調査時点において介護度が維持・改善している

者と悪化している者の割合を介護度別に算出し

たものを Figure 2に示す． 
 

Table 1. Characteristics of the sample 
No BPSD (n=6,857) BPSD (n=11,352)

Sex
　Male 1,936 (28.2%) 3,073 (27.1%)
　Female 4,921 (71.8%) 8,279 (72.9%)
Age (years±SD）
　Total 81.3±7.2 83.0±7.2
　Requiring support 81.1±6.5 (n=4,315) 81.6±6.4 (n=2,176)
　Requiring long-term care 81.6±8.3 (n=2,542) 83.4±7.4 (n=9,176)
Independence degree of daily living for the demented elderly
	Requiring support   Independence 3,090 291

I       1,106 1,386
　　　　　　　　　　IIa 76 276
　　　　　　　　　　IIb 41 214
　　　　　　　　　　IIIa 2 8
　　　　　　　　　　IIIb 0 1

SD: standard deviation  
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Figure 1. Percentage of BPSD in each of the people certified requiring long-term care or support. 

 
 
 

 
Figure 2. Percentage of aggravation and maintenance / improve in each of the people certified 

requiring long-term care or support after two years, with or without BPSD. 
 
2）方法 
	 要支援者のBPSD関連症状あり群 2,176名にお
いて，要介護度の維持・改善と悪化にかかわる要

因についてロジスティック回帰分析（強制投入

法）を行った．従属変数は，要支援者の介護度の

変化（維持・改善群，悪化群）とした．維持・改

善群 999 名（要支援 1→要支援 1：242 名，要支
援 2→要支援 1：168名，要支援 2→要支援 2：589
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名），悪化群 1,177 名（要支援 1→要支援 2：157
名，要介護 1：198名，要介護 2：70名，要介護
3：24 名，要介護 4：12 名，要介護 5：8 名，要
支援 2→要介護 1：357名，要介護 2：214名，要
介護 3：72 名，要介護 4：48 名，要介護 5：17
名）であった．独立変数は，要支援者・軽度要介

護認定者の推移やその要因について心身機能や

ADL，手段的日常生活動作（ instrumental 
activities of daily living：IADL）の点から検討し
た文献 12~16)を参考に，認定調査項目のうち，「歩

行」，「立ち上がり」，「片足での立位保持」，「えん

下」，「排尿」，「排便」，「外出頻度」，「薬の内服」，

「金銭の管理」，「日常の意思決定」，「買い物」，「簡

単な調理」とし，年齢，性別，障害高齢者の日常

生活自立度，認知症高齢者の日常生活自立度で補

正した．分析に際し，多重共線性の影響を考慮す

るため，独立変数同士間での相関分析を

Spearmanの順位相関係数を用いて解析し，相関

係数 0.9（絶対値）以上の高い相関を示す項目が
ないことを確認した．なお，統計解析には，IBM 
SPSS Statistics Ver.24.0（日本アイ・ビー・エム
株式会社）を用い，有意水準は 5％とした. 
3）倫理的配慮 
	 国立社会保障・人口問題研究所（川越雅弘氏前

所属）において A市との間でデータの取り扱い等
に関する覚書を締結したうえで同倫理委員会の

承認（IPSS-TRN#15001-2）を受けている．なお，
所属の変更に伴い，埼玉県立大学において再度 A
市との間で覚書を締結している． 
 

結果 

BPSD関連症状あり群の要支援者における介護
度維持・改善と悪化に関連のある要因を検討した

ロジスティック回帰分析の結果を Table 2に示す．
介護度の維持・改善と悪化に有意に関連していた

 

Table 2. Factors related to aggraration and maintaining / improving the degree of care  
in people certified requiring support with BPSD 

β OR 95％CI p-value

Walking -0.323 0.724 0.596-0.880 0.001

Stand-up -0.466 0.627 0.383-1.026 0.063

Single-leg standing 0.142 0.867 0.653-1.152 0.326

Swallowing -0.161 0.851 0.677-1.069 0.166

Urination 0.080 1.083 0.811-1.446 0.588

Defecation 0.243 1.275 0.849-1.915 0.242

Frequency of going out -0.039 1.040 0.857-1.261 0.692

Own medications 0.336 1.399 1.159-1.689 0.000

Handling finances 0.318 1.374 1.157-1.632 0.000

Daily decision making 0.412 1.510 1.255-1.816 0.000

Shopping -0.059 0.942 0.613-1.449 0.787

Simple cooking 0.034 1.034 0.942-1.136 0.481

β: regression coefficient, OR: odds ratio

95％CI: 95％ confidence interval  
 

項目は，歩行（OR: 0.724，95％CI: 0.596-0.880，
p=0.001），薬の内服（OR: 1.399， 95％CI: 
1.159-1.689，p<0.001），金銭の管理（OR: 1.374，

95％CI: 1.157-1.632，p<0.001），日常の意思決定
（OR: 1.510，95％CI: 1.255-1.816，p<0.001）で
あり，歩行の自立度が高いほど維持・改善に関連
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し，日常の意思決定，薬の内服，金銭の管理の順

で自立度が低いほど悪化に関連する結果であっ

た． 
 

考察 

本研究では，BPSD関連項目に該当する要支援
高齢者の介護度の悪化に関連する要因について，

心身機能や ADL，IADLの点から検討した．ロジ
スティック回帰分析の結果から，介護度の悪化に

関連する因子として日常の意思決定，薬の内服，

金銭の管理が抽出され，維持・改善に関連する因

子として歩行が抽出された． 
	 介護度の悪化に関連する因子としては，IADL
に関する項目が影響をしていた．要支援者と軽度

要介護者の生活機能の差異とその特徴について

検討した研究では，要支援高齢者と比べ軽度要介

護高齢者では，社会参加の低下や IADL，ADLの
低下があるとされ 16)，要支援と軽度要介護（要介

護 1，2）の認定の判別には，日常生活動作の自立
の有無が強く影響を及ぼすとされる 12)．その他，

要介護移行へのリスクファクターとして排泄の

失敗や転倒経験 15)，咀嚼能力 17)などが報告されて

いる．本研究の結果から，BPSD関連項目に該当
する要支援高齢者における介護度の悪化には，

ADL よりも特に IADL の低下が影響しやすいこ
とが示唆された．地域在住高齢者の IADL自立の
割合に関する加齢変化を検討した研究では，「外

出」が低下しやすく，「金銭管理」や「服薬管理」

の顕著な低下はなかったことから，一般的な加齢

では身体的負荷の大きい生活行為が低下する可

能性があると報告している 18)．一方で，軽度認知

障害（mild cognitive impairment：MCI）高齢者
と健康高齢者の IADL実行状況を調査したもので
は，MCI高齢者は，買い物，内服管理，金銭管理
などの IADLが障害されており，IADLの障害と
認知機能には関連があり，特に遂行機能と関連が

あったとしている 19)．また，アルツハイマー型認

知症（Alzheimer Disease：AD）を対象にした研
究において BPSDの症状は，Mini-Mental State 
Examination（MMSE）などの全般性知能や前頭
葉機能と関連があるとする報告もあり 20~22)，本研

究の対象者も全般性知能や前頭葉機能などの認

知機能の低下があった可能性がある．介護度の悪

化に関わっていた IADLの項目は，展望記憶や遂

行機能といった複雑な認知処理を必要とするも

のであり，BPSD関連項目に該当する要支援高齢
者は，このような認知機能の低下を背景に IADL
が障害され，介護度が悪化しやすいことが示唆さ

れた．また，日常の意思決定には，関係する情報

を「理解」，「認識」する能力，意思表示としての

「選択の表明」能力と選択に至るまでの「論理的

思考」といった能力が必要とされ 23)， BPSD 関
連項目に該当する要支援者では，いずれかの能力

が低下し意思決定が十分に行えず，介護度の悪化

に影響を及ぼすことが考えられた．つまり，BPSD
関連項目に該当する要支援高齢者に対しては，介

護度の悪化を予防するために，早期より IADLの
低下を予防し自立を支援し，また，意思決定能力

を適切に捉えて，日常生活場面での意思決定を支

援していくことが重要であると考えられた． 
	 介護度の維持・改善には，歩行が関連しており，

BPSD関連項目に該当する高齢者においても歩行
能力低下を予防することは，要支援状態を維持ま

たは改善することにつながる可能性があること

が示唆された．歩行能力の低下は，ADL低下と関
連があり 24,25)高齢者の自立生活に必要な要因と

される．また，要介護発生の関連因子とされる高

齢者の閉じこもり 26,27)や生活空間の制限 28)との

関連も報告されている．多くの先行研究で高齢者

の歩行能力が日常生活の自立度へ影響を与える

ことが示されているが，BPSDを有する者に焦点
をあてて歩行自立度の関連などを調査した報告

はみられない．怒りや徘徊などの BPSDは，要介
護発生の要因である転倒に関係があるとされ 29)，

歩行能力が低下している者は，突発的な行動や徘

徊を繰り返すことなどにより転倒リスクが高ま

ることが考えられるが，詳細な検討はなされてい

ない．BPSD関連項目と歩行能力の関連について
明らかにするには，本研究の結果のみでは不十分

であり，BPSD関連項目に該当する高齢者の介護
度の変化に及ぼす歩行の影響を明らかにするた

めにも今後更なるデータの収集と分析が必要で

ある． 
本研究の限界 
	 BPSDの発現には，遺伝的要因や原因疾患，性
格・心理的要因，環境・社会的要因など様々な要

因が考えられている 30)が，本研究では疾患や生活

環境，介護サービス状況などの分析は行えていな

いため，今後，詳細な分析を行い検討していく必
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要がある．また，本研究では，介護度が悪化する

要因について，悪化と維持・改善の 2群のみに分
類し検討しており，介護度の悪化に関して，多く

は介護度が 1段階または 2段階悪化している者で
占めているが，要支援 1から要介護 5など多段階
に悪化した者も含んでいる．介護度が多段階に悪

化している場合には，転倒や骨折，脳血管疾患の

発症など何らかのエピソードがある可能性が考

えられるが，本研究の調査では，介護認定の申請

要因などは加味しておらず，また，各段階で対象

者数のばらつきがあり，2 群間の対象者数の差も
大きくなることから階層化した分析ができてお

らず，そのような要因を取り除くことができてい

ない．そのため，今後はこれらの要素を加味し階

層化して詳細な検討を行う必要があると考える．

以上のような限界は含むものの，要支援から要介

護状態へ移行する要因を BPSD に関連する症状
に着目して分析しており，BPSD関連項目に該当
する要支援高齢者への支援に関する重要な資料

となると考えられる． 
 

結論 

	 BPSD関連項目に該当する要支援高齢者の介護
度の悪化を予防するために，早期より IADLの低
下予防を目的に自立を支援し，日常生活場面での

意思決定を支援していくことが重要であると考

えられた．また，歩行能力低下を予防することは，

要支援状態を維持または改善する可能性が示さ

れた．しかしながら，本研究のみでは詳細な検討

が不十分であるため，さらなる調査を行っていく

必要がある． 
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